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 はじめに  

 テレビゲームは、今では若者のみならず、幅広い年齢層に受け入れられてお

り、日本人一般の代表的な娯楽の一つになっている。1983 年７月 15 日に発売

された、任天堂の「ファミリー・コンピューター」iが、このマーケット創出の

革新を担った。つまり、ゲームソフト、ゲームハード機の生産・流通市場は、

任天堂一社が需要ゼロの段階から自ら育成したマーケットであった。しかし、

この点に現在、ソフト流通機構の抱える大きな矛盾の火種が隠されていた。従

来のカード玩具業界が旧くから内包していた諸問題を解決しないままに、市場

の拡大に何とか対応しようとした結果、解決すべき矛盾自体を押し広げてしま

ったのである。 

 市場の拡大とともに顕在化した矛盾の内の一つは、ゲームソフトの流通機構

にあった。最初に作られたゲームソフト流通機構が、従来であれば、盆や正月

にしか需要の見込めなかった花札、トランプなどのカード・ゲーム商品の流通

機構の上に構築されたために、ファミコン登場以来の市場の爆発的な拡大に対

応することができなかったのである。この結果、「ファイナルファンタジー」な

どキラー・タイトル発売初日には、大型小売り店舗に前日からの泊まりがけ顧

客が何千人もの行列を作り出し、一種の社会問題を生んだのである。 

 しかし、このような 80 年代から 90 年代中盤までの、あまりに効率の悪かっ

たゲーム流通業界に、今ようやく新しい動きが見え始めている。改革に乗り出

したのは、90 年代後半の流通ベンチャー企業 i i、（株）デジキューブ（以下デジ

キューブ）である。本稿では、同社の事例研究を通じて、これまでのゲームソ

フト流通と、同社主導の元に新らしく創造されようとしているデジタル・コン

テンツのオン・デマンド（ネット）・無在庫流通システムについて、より明確に



把握し、同業界の今後について考察を加えていくものとする。なお本稿では主

要参照文献、各統計、記事とともに、恵比寿イーストビル８F デジキューブ本

社応接室にて行なったインタビュー（1999 年 7 月 30 日、14 時 3 分～15 時 42

分）に主に依拠していきたい。 

 

第１章 既存のゲーム流通機構の問題点  

 

第１節 任天堂主導のゲーム流通 

 1990 年 11 月 21 日発売の家庭用ゲーム・マシン、「スーパーファミコン」が、

「ファミリー・コンピュータ」に続いて大ヒットを収め、テレビゲーム市場は

フォーマット・ホルダー i i iの任天堂が支配していた。多数のゲームソフト・メ

ーカーが参加し、多彩なソフトを製作して消費者の需要に応えた点が大ヒット

の一つの要因であったが、このとき、将来のソフトの混戦を予想した任天堂は、

ソフトの過剰流通を防ぐために、ライセンス制度 i vを導入した。この制度は、

ゲームソフト・メーカーが開発して商品化するＲＯＭカセットの発注はすべて

任天堂を通して家電・半導体メーカーに製造委託し、完成したＲＯＭカセット

は再度任天堂を通し、ゲームソフト・メーカーに納品する、といった複雑なも

のであった。またその際にかかるコストは手数料も含め、ゲームソフト・メー

カーは全額前金で任天堂に支払わなければならなかった。さらに、任天堂の自

社ソフトも含め、完成したＲＯＭカセットはすべて任天堂の玩具ルート以来の

問屋組織である初心会 vに買い取らせ、各小売店に流通させる。その際のＲＯＭ

カセットの返品は全く受け付けない、という流通形態が従来の商慣行として任

天堂が築き上げてきたビジネス・スタイルであった。 

 しかし、他分野の商品に比べ、ゲームソフトは販売のピークが異常なまでに

発売日に集中するので v i、一瞬にしてビジネスの決着がついてしまう。さらに、

欠品に対して、その時点でＲＯＭカセットを発注しても、納品されるのは早く

て数ヵ月後となるので、結果として一発売り切りとなる。創業したばかりのゲ

ームソフト・メーカーに、独自のマーケティング・システムがあるはずも無か



ったが、実質的には、市場の潜在購買力を自ら推し量ることで、不良資産であ

る在庫量を調節し、自己防衛せざるを得なかったのである。 

 このゲームソフト販売の特質に、さらに上記の任天堂主導の「前金買取り」

「返品不可」という条件が加わった結果、任天堂やゲームソフト・メーカーは、

一度問屋に商品を卸してしまえば利益を上げることができ、その商品の販売状

況は直接影響を受けないという、製造者側にのみ都合の良いシステムが構築さ

れてしまったのである。 

 

第２節 旧流通形態の業界ダメージ 

 以上のような任天堂主導の流通システムは、テレビゲーム業界全体に対する

大きな負担となった。まず、「ファイナルファンタジー」で知られるスクウェア

や、「ドラゴンクエスト」で知られるエニックス等のゲームソフト・メーカーは、

現在では店頭公開する業界最大手として君臨しているが、当時は年商数十億円

の弱小企業に過ぎなかったため、前金を捻出するキャッシュ・フローの余力は

まだ無かった。しかし、任天堂側としても、弱小企業を相手とする以上、製造

委託料を全額前金で徴収しておかなければ、あまりにリスクの高いビジネスに

なってしまうため、この点は必然的に行なわれた。 

 最もダメージを受けていたのは、小売業者であった。ゲームソフトの場合、

任天堂やゲームソフト・メーカーへの返品が不可能であったため、厳密に需給

バランスを見極めなければならなかった。供給が需要を上回ると、在庫があふ

れ、すぐに値崩れを起こす。中には、発売日に希望小売価格 5000 円の商品が、

半年後には中古店 v i iで 1000 円となり、一年後には 300 円となるソフトもあった。

それでも売れ残ったソフトはゲームハードとのセット販売でただ同然に処分さ

れた。ＲＯＭカセットは一度データを書き込んでしまうと、ほかに転用が利か

ないシリコンのごみと化す。逆に需要が供給を上回ると、市場では欠品となる。

また消費者は、次の新品の購入機会が数ヵ月後となるのが分かっている v i i iので、

使い終えた新作が流れる中古店へ足を運ぶことになる。小売店にとっては機会

損失となり、任天堂やゲームソフト・メーカーにとってもビジネス・チャンス



のロスとして間接的なダメージとなっていた。 

 さらに、先に述べた任天堂主導の一次問屋、初心会がタイトル数の増加に伴

い十分に機能を果たせなくなっていた。年商 7000 億円に近づくこの市場に、巨

利を求めて次々と新規参入者が割り込んできたのだが、中には、商品も見ずに

電話一本で商売ができることから、商圏を無視して初心会と小売店の間に入っ

て、商品の横流しや無理な押し込みを横行させた悪徳業者もいた。これら二次

問屋、三次問屋がさらに流通を複雑化させ、小売店を圧迫した。そうなると、

ゲーム業界の誰もが危険を冒してまでリスクを負いたくないため、発注するの

は大手メーカーが製作し、かつ大ヒットが狙えそうなゲームソフトに集中せざ

るを得なかった。「ファイナルファンタジー」や「ドラゴンクエスト」が数百万

本も売れたのは、ただ人気があっただけでなく、流通機構の矛盾も関与してい

たと考えられる。このことがゲーム業界を画一化させ、産業をシュリンクさせ

るという悪循環を生み出していた。 

 以上の点から、従来の任天堂主導の流通機構を変え、シンプルかつ安全な代

替システム構築が、テレビゲーム業界全体の課題となったのである。 

 

第２章 デジキューブの新流通システム 

 第１章で述べたように、商品流通の合理化が進む現代において、ゲームソフ

トの流通は依然として非合理でハイリスクであった。しかし 90 年代後半の流通

ベンチャー企業であるデジキューブの創立によって、この問題の多かったソフ

ト流通システムは根本的に改善された。本章ではケーススタディとして、デジ

キューブ i xが生み出した新たな流通の形とその合理性、特徴を見ていきたい。 

 

第１節 デジキューブの新流通の概要 

 デジキューブが行なったことは大きく分けて３つある。まず１つめは、コン

ビニエンスストアが全国規模で成長してきたことを背景として、過剰在庫や欠

品の出ない形でのゲームソフト流通を実現するために、コンビニでのソフト販

売部門を受け持ったことである。これには返品リスクをすべて背負うという条



件のもとで、コンビニのＰＯＳ xデータが使用される。２つめは、販売するソフ

トの選択をデジキューブが受け持ち、メーカーからの一括して仕入れた商品を

デジキューブが行なって店舗ごとに適量を卸すシステムを構築したことである。

そして３つめは、ＣＡＴＶ x iを使ったゲームソフトの紹介番組をコンビニ各店

で放送することで専門的な販売促進機能をコンビニに設置したことである。 

 ゲームソフトの流通システムが病巣を抱えていると、ハード、ソフトの各メ

ーカーや小売店を含めたゲーム業界全体が崩壊してしまう恐れがある。デジキ

ューブの親会社であるスクウェア x i iは、「ファイナルファンタジー」シリーズで

知られる大手のゲームソフト・メーカーであり、もちろんその例外ではない。

しかし、製造コストの高いＲＯＭカセット主流のソフトの形状そのものが改変

され、低コストソフトが主流となった場合は流通システム全体に根本的な改善

の余地が生まれる。すなわちスクウェアの子会社であるデジキューブの試みは、

前述したような、透明性を欠き非合理的な商慣行に縛られたゲーム流通を変え

る必要性から始まったのである。 

 

第２節 ＣＤ－ＲＯＭとコンビニＰＯＳ 

 デジキューブが具体的に今のようなコンビニでのソフト販売に乗り出したき

っかけは大きく分けると２つある。そのひとつが 1994 年 12 月３日に発売した

ソニーのプレイステーションに代表されるＣＤ－ＲＯＭ x i i iを媒体としたゲー

ム機の普及 x i vである。 

 もちろん、ＣＤ－ＲＯＭソフトにも、ソフトからハードにデータを転送する

速度が遅いなどの欠点はある。これは、オーディオ信号を前提に規格化された

ためである。しかし、ＣＤ－ＲＯＭという媒体の利点は多く、まず製造コスト

が安く、製造工程はプレス加工のため必要量が短時間で生産できる。また、わ

ずかな量だけ生産しても、大量生産した場合と一枚当たりの生産費は変わらな

い。そのためこのＣＤ－ＲＯＭによって、まず、ゲームソフトの価格を大幅に

引き下げることができる。これはメーカーにも消費者にもメリットのあること

である。しかもＲＯＭカセットの約 150 倍のデータ容量を持ち、グラフィック



や音楽の面で、それまで不可能だった表現が可能になった。多種多様なゲーム

ソフトが作られる可能性があり、ゲームソフトの開発に携わるクリエイターの

活性化も期待できる。 

 そして最も重要なことが、「リピート生産」が可能になるということである。

リピート生産とは、断続的に生産、供給体制を作ることであり、数ヶ月を要し

たＲＯＭカセットに対し、ＣＤ－ＲＯＭは平均三日で発注から納品を済ますこ

とができる。 x vこれによってソフトの読み違いによる大量の在庫と、欠品によ

るビジネスチャンスロスは大幅に解消できる。 

 また、リピート生産によって、「ロングセラー商品」という、ＲＯＭカセット

時代にはできなかった売り方がゲームソフトにおいても可能になる。ゲーム業

界は現在、ゲームユーザー人口の伸び悩み（図 2-1）に対してライトユーザー

の獲得に力を入れている。新しくゲームをやるようになった人にとって過去の

名作は体験してみたいものであり、リピート生産はそのような消費者の希望に

もこたえられる。 

 これらＣＤ－ＲＯＭソフトのメリットは昔から議論されていたことであった

が実現されていなかった。しかし、半導体技術の進歩によって低価格でＣＤ－

ＲＯＭソフトを扱うことができるハードを製造できるようになった。そこでセ

ガとソニーがこれを実現させたのである。そのハードの普及率は著しかった。 

 ２つめが、各店舗への商品補充の無駄を省く、成熟したコンビニのＰＯＳシ

ステムである。まず、前日のＰＯＳデータが、翌日早朝に各コンビニエンス・

ストア・チェーン本部からデジキューブの電算センターに送られる。そのデー

タに基づき各店舖ごとの販売状況、在庫状況を把握し、商品補充数が自動計算

され、出荷指示が出される。翌日中には拠点となる物流倉庫や共同配送センタ

ーから商品を出荷、深夜の 24 時以降にコンビニエンス・ストア各店舖に納品さ

れる。コンビニエンス・ストア各店舗への物流は週に 2 回だけ配送される雑貨

便ではなく、毎日定時に配送される食品配送ルートのチルド便を使い、多頻度

少量仕入れによる商品補充を実現している。また、売れ行きの良くない店舖か

ら良い店舖への商品移動を行い、売れ残り在庫のリスクを軽減している。 



 1 枚の製造単価が安く、滅却損失が小さい上に、「ファミリーコンピュータ」

に代表されるようなＲＯＭカセットに比べて各段に製造にかかる時間が短いＣ

Ｄ－ＲＯＭソフトが登場し、正確なＰＯＳデータさえあれば適量在庫を三日で

揃えることができる。ＣＤ－ＲＯＭソフトの普及とコンビニＰＯＳシステムは

ゲームソフト流通の革新にとって相乗効果をもたらしたのである。 

図 2-1「家庭用テレビゲーム参加人口の推移」  

 

第３節 デジキューブ独自のスキーム 

 だがＰＯＳシステムで過剰在庫と欠品を減らし、機会損失の最小化に努める

だけではこれまでとまったく違う流通システムを有効に稼動させるためには不

充分である。１年で約 1000 タイトルも出版されるソフトの中から、適切なタイ

トルをあらかじめ選択し、さらにそれをプロモーションするシステムが卸流通

段階で必要となる。デジキューブは独自のモニタリングシステム x v iにより大量

にリリースされるソフトの中から取り扱うべきソフトを選別することと、ゲー

ムの販売におけるプロモーション機能を持たない各コンビニ店舗に専用チャン

ネルを用いたＣＡＴＶを設置したことで、これを解決したのである。 
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デジキューブ設立の数年前に、コンビニが自力で行なった音楽ＣＤ販売はあ

えなく失敗に終わった。これは、当時コンビニでのＣＤの売り方において、ど

のソフトをどれだけ仕入れるべきか、どの小売店舗にどれだけ卸すべきかとい

う二点が無視されていたためである。それにより返品が多く出て、特別損失が

膨らんでしまった。またプロモーションは自社では全く行なわなかったため、

店頭で購買力を刺激する力を持っていなかったことも原因である。 

デジキューブではその二つの点に最も力を傾注した。さきほど挙げたモニタ

リングシステムを有効に活用させ、プロモーションのためには各店舗に設置し

たテレビ画面に、ＣＡＴＶの放送を流すことを行なっている。これには、年間

わずか 300 万円のコストを要するのみであるという。 x v i i 

 

 第４節 デジキューブの生んだ新流通の特性  

 デジキューブはこのような流れで現在のコンビニでのエンターテインメン

ト・ソフト販売を確立してきた。そしてその中で自然発生的に次のような要素

を生み出した。 

 まず既存の消費者とはまったく違った消費者層へのアプローチ x v i i iである。

ゲーム専門店に足を運んでゲームを購入していた層は狙わず、ライト・ユーザ

ーと呼ばれる、それまでゲームをやったことがない層に働きかけることで、ニ

ッチをねらって既存の流通との共存を図った。そのため必然的に、デジキュー

ブの取り扱いソフト選別基準として、初心者にわかりやすく、難易度が高くな

いものを選ぶという点が重視される。 

 ＰＯＳデータの数値によれば、コンビニでのゲーム購入層で最も多いのは 20

から 30 才の男性であるが、購入者の男女比は、コンビニでは８：２なのが専門

店では９：１なので、ゲームでは女性ユーザーが増えているということがわか

る。これは、これまでのゲーム流通市場が手をつけていない消費者を引き付け

たことを示す x i x。同時にこれは、純粋にゲームのユーザーの絶対数を増やして

いるということでもあり、ユーザーの裾野を広げたことはひとつの業界内にお

いて高く評価できる。 



 そして、ゲーム流通にコンビニの特性の強さが加えられた。まず 24 時間営業

体制は、前述の新規ユーザーの中でも夜間しか時間のない社会人の、ゲームの

購入を容易にした。また、その全国展開した店舗数の多さもユーザーの裾野を

広げるのに一役買っている。現在日本国内のコンビニ総数は約 4 万１千店舗で

あり、そのうちデジキューブが現在カバーしている店舗数は全国で 1 万 8 千店

舗である。（図 2-2）具体的にはセブンイレブン・ジャパン、ファミリーマート、

サークルケイ・ジャパン、サンクス・アンド・アソシエイツ、四国スパーの 5

社が契約コンビニであり、デジキューブ側はもう店舗カバー数は充分だとして

いる。大手コンビニであるローソンと提携できなかったことに関しては、デジ

キューブ社長室の立川泰志氏（ public relation、広報担当）は次のように述べ

ている。「ローソンと組めなかったことで鳥取･島根の二県には提携コンビニが

少ないけれど、それぞれ人口が 100 万人に達しておらず、平均年齢も高いので

その点では問題がない。たしかに関西圏は提携コンビニ数が少なくて関西圏に

強いローソンが必要だったのだが、今ではわが社の提携コンビニもどんどん進

出してきている。」（デジキューブ本社での聞き取り調査より） 

 もともとスクウェア内で、各ゲーム小売店とスクウェア本社をオンラインで

結び売上情報を把握して効率的な流通をするアイデアはあったのだが、これだ

けの販売網と成熟したＰＯＳシステムを自力で構築しようとすれば、莫大なコ

ストがかかる。コンビニの特性を生かしたアウトソーシングの成功例と言えよ

う。 

安定したゲーム流通の新しい形を作る目的で始まったデジキューブだが、他

にも以下のような業務内容がある。 

 

・ コンビニでの一般音楽・ビデオソフト、ＰＣソフトの販売 

・ ゲーム関連書籍の制作・販売 

・ ゲーム音楽ＣＤの制作・販売 

・ ゲーム関連二次的著作物の企画・制作・販売 

・ 委託放送業務（ＣＳ x x放送） 



 

 デジキューブは、一般音楽ソフト・映像ソフトの販売などによって、ゲーム

ソフト販売のみに集中していた利益構造の平準化を図り、企業として経営基盤

の強化を目指している。（図 2-3,図 2-4）それでもやはりデジキューブでは、企

業活動のメインはゲーム販売だと述べている。独自のスキームをもっとも有効

に活用できる分野である、ＰＯＳデータを使ってのゲーム販売は、たしかにデ

ジキューブの業務の中で柱となるものであることは、商品のポートフォリオ分

析からも明らかである。（図 2-5）しかしグラフの中で、成長率が高いのはゲー

ムソフト販売以外の分野であることも読み取れる。これは、第三章で述べるデ

ジキューブの成長モデルに関わってくるポイントである。 

図 2-2「コンビニエンス・ストア店舗数比」  
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図 2-3「デジキューブ仕入内訳」  
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図 2-4「デジキューブ販売先内訳」  

図 2-5「デジキューブ商品ポートフォリオ 1999 年 3 月」  
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 第３章 デジキューブの成長モデルと今後の展開 

 第一章では、前金買取や、返品不可などのシステムがゲーム流通の不適量性

を生みだすという、任天堂主導のゲーム流通の問題点について述べた。そして

第二章では、デジキューブがこういった問題点を解消するために新しいシステ

ムを構築したこととその概要を述べた。コンビニ特性を生かしたユーザー開拓

を行い、ゲーム流通に革命を起こしたデジキューブの特徴を踏まえ、この第三

章では、デジキューブの目指す「便利さ x x i」はどのような方向へ進んでいくの

かということと、デジキューブの流通形態の今後の不安要素について述べてい

きたい。 

  

 第１節 デジキューブの新分野開拓のタイミング 

 ソフトというものは水物である x x i i、という考えから、デジキューブは常に新

しい分野を開拓して、そのときに売れるものを売るという方法をとっている。

新しい分野を開拓に着手するタイミングは、市場の動きを把握し、ある程度の

地位を確立した時期である。さらに、「キラー・コンテンツ」で新商品の売り場

への定着を図る。「キラー・コンテンツ」とは、強い商品力があり、確実に売上

の見込めるソフトである。具体的に見てみると以下の通りである。 

   ①ＣＤ－ＲＯＭゲーム「ファイナルファンタジーⅦ」：1997 年 1 月 31 日  

   ②音楽ＣＤ Ｂ ’ｚ「Pleasure」：1998 年 5 月 20 日 

   ③ビデオソフト 「もののけ姫」：1998 年 6 月 26 日 

           「タイタニック」：1998 年 11 月 20 日 

   ④ＤＶＤソフト 「アルマゲドン」：1999 年 7 月 30 日 x x i i i 

 

 では、商品としてのソフトを選定する際は、どのようにしているのであろう

か。ゲームの場合は、モニター・システムを導入している。これは、第二章で

述べている通りである。音楽ＣＤは、その曲のプロモーションによって売上が

決まる。つまり、ＣＭに取り上げられた曲、ドラマ・番組で使われた曲、すで

に有名な歌手の曲などは売れるのである。よって、デジキューブのデータ収集



はゲームソフトに比較して安易に行なわれている。例えば、東京地区、大阪地

区、中部地区などにどれだけＣＭを放映していくかを広告代理店から仕入れる

といったような情報収集をするのである。また、ビデオソフトやＤＶＤソフト

の場合は、選別は音楽ＣＤよりも単純になっている。なぜなら映画の興行収入

がそのままビデオの売上に反映されることとなるからである。これらのことか

ら、「キラー・コンテンツ」とはこれらの事例が際立ったものであるということ

が出来る。 

 デジキューブ社長室の立川氏は、次のように述べる。「エンターテイメント・

ソフトの売上を決めているのは、販売力ではなく商品力である。コンビニの販

売力で売っているのではない。いくらよいスキームを持っていたとしても、扱

う商品が良くなければ経営は成り立たない。これはデジキューブも同様である。

だから、新しい分野を始めるときには必ずキラー・コンテンツでなければなら

なくて、そうでなければ売り場として定着しない。しかも、コンビニは厳しい

ところで、コンビニに商品を陳列することができれば一流企業と言われるほど

である。そういった売り場の中で商品同士が熾烈な競争をしているのである。

我々が売り出しているソフトは、コンテンツがすべてなので、こういった環境

に合わせていかなければならないのであり、いくら現段階でシェアを 10％、

20％占めているとしても徐々に伸ばしていくような、長期的なスタンスを取っ

ていたら他の商品に売り場が取られてしまう。特にコンビニでは、そのために

商品力のあるキラー・コンテンツで一気に売上を決めてしまって、売り場を確

保したいのである。」（デジキューブ本社での聞き取り調査より） 

 

 デジキューブという企業の成長コンセプトのキーは、新デジタル・エンター

テイメント・カテゴリーをコンビニに順次投入することであるだけに、新カテ

ゴリーに着手すると必ず結果が出るという他の企業ではあまり見られない特殊

な成長を見せている。詳しく見ていくと、トレンドに合わせて新しいカテゴリ

ーを開拓していくことで、カテゴリーごとが幾層にも重なって山のような形を

見せている。（図 3-1）例えば、ＣＤ－ＲＯＭゲームソフトの上に音楽ＣＤ，そ



の上にビデオソフトといった具合にである。そのカテゴリーでもっとも売れる

コンテンツから売り始めても、全体として売上の成長を見せるのは、新カテゴ

リーの商品が順次投入されるからこそである。図 3-1 の各カテゴリーの売上を

加えてグラフにすると、新カテゴリーの商品売上が、それまでのカテゴリーの

商品の売上を補完しているのがわかるだろう。（図 3-2） 

 ところで、国際収支の弾力性アプローチにおいて、Ｊカーブ効果 x x i vのもとで

自国の為替レートが上がりつづけた場合、経常収支の黒字が逆に結果的に増え

ていくという現象が起こりうるとも言われているが、ここにデジキューブの成

長モデルをあてはめると、まさに為替レートが上がりつづける状態を自ら作り

出していくような伸び方をしているといえる。そして、いま、デジキューブは、

最後のカーブの上位にさらにもう一段の成長カーブを付加する段階にある。デ

ジタル・ソフト流通企業体としての究極の目標である、オン・デマンド配信を

通じた「無在庫販売」に乗り出そうとしているのである。 

 

図 3-1「デジキューブポイントオブセールス」  
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図 3-2「デジキューブ成長モデル」  

 

 

 第２節 無在庫販売とデジキューブの不安要素 

「無在庫販売」は今年（1999 年）の 11 月中旬から実験販売が行われること

が決定している。この実験販売では、都内で 40 店舗の販売を予定しているが、

2000 年には全国で数千店舗を前提としており、さらに 2001 年には本格的な大

規模展開を想定している。これは、衛星を利用してデジタル・コンテンツを配

信するというシステムを取っている。このシステムは、衛星配信方式 kiosk 端

末「デジタル・コンテンツ・ターミナル」（D．C．T） x x vである。大きく四つの

特長が挙げられる。それは以下の通りである。 

 

① デジタルエンターテイメントコンテンツの総合販売 x x v i 

② コンビニに適した迅速なオペレーションでストレスがない x x v i i 

③ 衛星によるリモートコントロール、メンテナンスフリーの最新技術 x x v i i i 

④ 徹底したセキュリティーシステム x x i x 

（デジキューブＩＲページより） 

 

 これら四つの特長を持つシステムにより、デジキューブはデジタルコンテン

ツの流通事業の無在庫化を推し進める。セキュリティーについては、暗号化、



電子透かしを施しており、衛星電波の無断受信によっての海賊版製造に対処し

た。なお、当面は音楽や画像だけの配信にとどまるが、本稿ではデジキューブ

のアナウンスにしたがい、今後はゲームを含めたさまざまなメディアを扱うこ

とを前提にする。 

この無在庫販売には大きな意義が二つある。その一つが、「財務体質強化のた

めの無在庫販売」という点である。現在ＰＯＳデータの分析により行なってい

た在庫の適正化という第一の課題は、無在庫化によって、よりスマートに解消

される。また流通コストの大幅な軽減も図られ、経営体にとって、最重要課題

の一つである変動費圧縮という目標を達成することになる。 

そしてもう一つが「コンビニ販売の弱点の克服」である。つまり、かつての

コンビニ販売には、限られたスペースに限られた商品を陳列するしかない、と

いう問題点があった。陳列品の数がコンビニの物理的なスペースの制約により

制限されていたのである。つまり、豊富な商品ディスプレーは、かつてのコン

ビニへのソフト配送システムを使う限り、「物理的に」不可能であった。ところ

が、実際の店舗には、デジタルコンテンツのカタログを置くだけで、発注と同

時に店舗で MD ソフトに書き写す以上の方式を使えば、その有限陳列スペースに

ほぼ無限大の商品陳列を行うことが可能になるのだ。消費者はコンビニ各店舗

において、売れ線のソフトだけではなく、自分の好きなものを数多くのソフト

から選んで楽しむことができるようになる。またこのことは、モニタリングに

よる商品選別の手間とコストを軽減させる。これも財務体質の強化につながる

ことになる。 

とはいえ、この「無在庫販売」にも、デジタル･コンテンツ流通の一形態とし

て捉えた場合、まだ弱点がある。たとえ衛星配信によってソフトを販売すると

いっても、今のところエンドユーザーは、コンビニに足を運び、それで従来ど

おりソフトを購入するという手間を強制される。これが、「家にいながら、ソフ

トが購入できる」というのとは大きく異なる点である。将来の流通事業は、家

にいながらさまざまなショッピング、バンキング、医療、警備、福祉、教育活

動が可能になるために革新されていくはずである。つまり、各家庭のパソコン



でこれを行なうシステムを考えれば、まだ不充分であるということである。 

さらに、ハードのメーカーもまたデジタルコンテンツを扱うという新分野を

開拓し始めている。具体的に挙げれば、2000 年３月４日に発売予定である、ソ

ニーコンピュータエンタテインメント（以下ＳＣＥ）の「プレイステーション

２」が先鞭をつけようとしている。これは、「総合エンターテイメントプレーヤ

ー」をコンセプトとしており、ゲームソフトを各地域に整備されているＣＡＴ

Ｖのケーブル網を介して取り込めるなど、情報端末としての機能を備えている

ということが発表された。しかも、ゲームソフトを「プレイステーション２」

本体に有料配信できるシステムを構築し、ケーブル接続用の付属品を製品化す

る。これは 2001 年から開始することになる。将来は、映画・音楽も配信すると

している。同様のことをセガ・エンタープライズも考えている x x x。こちらの場

合は、ユーザーが音楽・ゲームなどのデジタルコンテンツにアクセスするため

の暗号をインターネットを通じて配信するシステムをとっている。こちらは、

2000 年から事業化する予定だ。 

 このようにデジタル・コンテンツが家庭へと配信されるようになれば、消費

者はわざわざコンビニへ行かなくても、家にいながらにしてソフトを手に入れ、

気軽にそれを楽しむことができるようになる。そのため、上記のハードメーカ

ーによるデジタルコンテンツの配信事業は、デジキューブのシェアを縮めてし

まうことになる。このことにより、今までデジキューブが行なってきた事業、

消費者にオンタイムに売れ線のソフトを提供していくという強みは、失われて

しまう恐れもある。 

 しかし、デジタル･コンテンツ配信を可能にするためには、きわめて厳重に保

護された消費者情報、アイデンティティーの暗号化など多くの技術的改良が必

要である。その方式による電子取引が完全に実用化されるまでには、未だ多く

の時間を要している。上記のコンビニでの配信システムは、消費動態の大きな

転換点にある今、そのタイム・ラグを埋める方策としての最善なものと考えら

れよう。 

 



 結論  

 デジキューブは既存のゲーム流通を大きく変化させ、コンビニの流通網を利

用して新しい流通形態を構築した。「ゲーム買うならコンビニで」をコンセプト

に 24 時間どこでも気軽に消費者がゲームを購入することが出来るようになっ

た。さらに、ゲームソフトだけではなく、音楽ＣＤやビデオソフト、ＤＶＤソ

フトなど次々とデジタルコンテンツを消費者に提供してきた。デジタルコンテ

ンツがコンビニで購入できるという便利さは、瞬く間に定着し、デジキューブ

は急成長を遂げた。同時に、次々と新分野を開拓していく成長モデルもまた出

来上がっていったと言える。 

 デジキューブの立川氏は次のようにも述べていた。「１つの分野がある程度

のシェアを持つようになったら、また新分野を開拓しなければいけない。次々

と新分野を開拓していかなければわれわれは成長できない。これはもう宿命だ

と思っている。」（デジキューブ本社での聞き取り調査より） 

 ここでデジキューブの流通形態が直面することになった大きな問題は、「ユ

ーザーがコンビニまで行かなければソフトを購入できないという手間」である。

しかし、当面、デジタル配信に対する高度なセキュリティーシステムが開発さ

れるまでの期間は、コンビニでの配信システムは有効であろうし、さらに、買

い回り品、食料品、日常品の購買においてわれわれの生活に欠かせないものと

なったコンビニに消費者が足を運ばなくなるとは考えにくい。今や日本人のラ

イフスタイルにおいて、コンビニは、居間や台所の延長線上にあるとよく言わ

れる。店でものを手に取り、現金で購入するというショッピングの楽しみを望

む消費者は少なくない。また、セキュリティの面においても、各家庭に置かれ

た端末からのコンテンツ流出を管理することは難しいが、店舗に設置した限ら

れた数の端末を管理するだけならば徹底することができるであろう。これはゲ

ームメーカーやクリエイター、販売元にとってありがたいことである。ここに

デジキューブは今後の進むべき方向を見出していくと考える。すなわち、有店

舗でのソフト流通における最高の形態を構築し、将来的な、「有店舗･無店舗販

売の共存」を目指すのである。そして他にさきがけてデジキューブが無在庫化



に乗り出したこと自体、高く評価できる。たとえ理想の流通モデルとまでいか

なくとも、今後の流通業界にとって大きな意味のある変革であったと言えよう。 

 

以上 
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i 1983 年７月 15 日、「ファミリーコンピューター」発売。  
i i  本稿ではベンチャー企業を、「成長意欲の強いリーダーに率いられた若い企業で、商品
の独創性、事業の独立性、社会性を持った企業」と定義する。（松田修一監修・早稲田大学
アントレプレヌール研究会編『ベンチャー企業の経営と支援』による）  
i i i  テレビゲームのフォーマットを提案し、ハードウェアの開発・販売・普及を図るメーカ
ーのこと。ゲームソフト・メーカーからのロイヤルティも大きな収入源となる。  
i v 初期のころは緩い規制であったが、ゲームソフト・メーカーが商標を無視し、違法コピ
ーなどを横行させたことから、自社の責任と権利を守る仕組みを模索した結果この制度が
出来上がった。  
v 幾度となく組織改革を試みたが、結局 97 年 2 月に解散している。  
vi  デジキューブのＰＯＳデータの分析による。  
v i i  ユーザーは使い終えたゲームソフトを中古業者に売り、その金で新しいソフトを買って
いた。当時、新作ソフトの価格が高かったことも原因である。  
v i i i  社会現象となった、デパートや小売店に開店前から行列を作ったのも、消費者がこの
機会を失いたくないため。  
i x スクウェアの子会社として設立された流通企業。本社東京都渋谷区恵比寿。  
x 販売時点情報管理システム。ソフトウェア流通の適正在庫の実現の鍵となる。  
xiケーブルテレビ。具体的には「スカイパー フェクＴＶ」をプロモーションの媒体として
いる。1998 年 5 月に「日本デジタル放送サービス」と「ＪスカイＢ」が合併して提供して
いるデジタル多チャンネル衛星放送である。  
x i i  1983 年 9 月、横浜市港北区日吉本町にて、株式会社電友社のソフトウェア制作部門と
して発足された企業。ファイナルファンタジーが代表的な製品。  
x i i i  オーディオＣＤをコンピュータやゲームのプログラムに転用した記憶媒体。  
x i v プレイステーションと同時期に発売された、ＣＤ―ＲＯＭを媒体としたゲームハード
としてセガのサターンがある。また 1998 年 11 月 27 日に発売されたセガのドリームキャ
ストもＣＤ－ＲＯＭを媒体としたハードである。  
xv ソニーの場合、ＣＤ生産において、非ロット生産ロボットを導入し、ロットサイズによ
る原価のばらつきなど生産工程が従来か抱えていた諸リスクから開放されている。「97 年
度若林研究室による SME、ソニー・ミュージック・エンターテインメント静岡工場に対す
る聞き取り調査」より）  
xvi  モニターシステムでは年間約 1000 タイトル発売されるソフトの中から 100 タイトル程
度まで取扱商品を絞り込む。一般のモニターを募り、評価シートに「統一的な評価項目（回
答は多項目選択）」をマークさせたものから加重平均を取り、最終的に点数化していき客観
的な評価を行なう。例えば過去の同じジャンルのゲームと比べればその売上のあいだに相
関性が出てくるので、回帰分析でまず何万本売れるかを推定する。日本全国で 30 万と推
定されれば、20％のシェアを取っているデジキューブは、30 万本のうち 6 万本売れると結
論される。次に、全国で 1 万 8 千ある店舗それぞれで、どのような割合で売れるかを分析
して入出荷数を決めるのである。（デジキューブ本社での聞き取り調査より）  
xv i i  プロモーションフィルムの制作費、CATV 端末をを各コンビニテンポに設置し、店内
での放送を管理するコストを合わせた年間 300 万円の費用は、コンビニでなくデジキュー
ブが負っている。  
x v i i i  文中で述べられた以外のライトユーザー獲得戦略として、廉価版ソフトやスポーツゲ
ームなど一般ユーザーが購入しやすいラインナップを意識する。そのため人気があっても
コアユーザー向けのソフトは扱わないことも多い。  
x i x 具体的には若い女性層と、以前はゲームをしていたが、現在ではゲームから離れてい
た中年層の男性。（デジキューブ本社での聞き取り調査より）  
xx 通信衛星（Communication Satellite）の略。  
xxi  企業が追及する「社会的貢献」という意味で本文では扱う。  
xx i i  ソフトというものは時間が経ってしまって、売れるときに売っておかないと風化して
しまう恐れがあるという事のたとえでしばしば使われる。  
x x i i i  このコンテンツについては、デジキューブの捉え方は次のとおり。「ＤＶＤを扱い始
めるタイミングとしては、「アルマゲドン」というコンテンツはそれほど爆発力を持ってい
るわけではなく、むしろ来たるべきプレイステーション 2 の媒体であるＤＶＤソフト流通
の前哨戦としての意味合いが強い。」  



                                                                                                                                               

x x i v 為替レートが切り上がると、自国の競争力が低下するので、経常収支の黒字は減少す
る筈であるが、為替レートが切り上がって暫くの間 (6 ヶ月くらい )は、逆に経常収支はい
ったん黒字に向かってから赤字が増え始める。この経常収支変化の経常が「 J」の文字に
似ていることから、このような現象は「 J カーブ効果（J-curve effect）」と呼ばれる。  
xxv コンピュータの端末に、衛星受信の受信機・通信用インターフェースタッチパネル式
ディスプレイ・MD レコーダー・写真画質のカラーデジタルプリンタ・スマートメディア
ドライブ・メモリースティックドライブ・音声認識機能を搭載し、通信衛星からのデジタ
ルコンテンツを受信している。この事により 24 時間ノンパッケージ販売が実現される事
になる。  
xxvi  現段階では、①最新の音楽を配信し MD の書き込みによる販売、②ブロマイドや歌詞
カードの店頭印刷販売、③デジタルカメラ写真のプリントサービスとなっている。  
xxvi i  タッチパネルによるユーザーフレンドリーなインターフェースと高速オペレーショ
ンを実現した。さらに、電話の受話器方の音声入力インターフェースを装備、音声認識に
よる操作も可能となった。  
xxv i i i  内蔵するコンテンツは、常時衛星を通じて配信するため、最新のコンテンツのライン
アップが可能となり、アップグレードなども衛星を通じて行われるため、設置店舗のメン
テナンスもプリンタ用紙の補充を除いて不要となった。  
x x i x 衛星送信局からまたは通信衛星から端末までのコンテンツ配信は、常にスクランブル
を施された暗号データによって行われるため、コンテンツの盗聴を防止する事ができる。
さらに本格稼動時にはコンテンツ保護のための『電子透かし』を入力、徹底したセキュリ
ティー管理を行う。また、通商産業省平成 10 年度補正予算により現在（株）電通が開発
中の権利許諾管理システム「Melodies」を利用する事により正確な権利管理を行う。また
音楽配信については、現在協議が進められている「Ｓ．Ｄ．Ｍ．Ｉ（ Secure Digital Music 
Initiative）」の技術標準に対応すべく開発を進めている。  
xxx セガ・エンタープライズ、日立製作所、日本コロンビア、平野デザイン設計の４社が
提携し、音楽、ゲームなどのデジタルコンテンツ向けの流通システムを開発した。８月に
は実証実験を開始した。  


